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2022 年 386 t 7843.04 ㎡ 48.9 事務所
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◆ 地球温暖化対策の実施状況

◆ 補足説明（自由記入）

◆ 注記
　 ビルのCO2排出原単位（延床面積当りの年間CO2排出量）は、ビルの断熱性能、設備・機器のエネルギー

効率及び運用・保守管理状況を、総合的に示すビルの省エネルギー指標です。東京都が提供するベンチ
マークは、中小ビルのCO2排出原単位の平均値を用途別・規模別に示しており、その平均値から個々のビル

のCO2排出原単位がどの程度離れているかをみることで、当該ビルの低炭素レベル（省エネ性能）を評価す

ることができます。
　なお、ビルのCO2排出原単位は、空室率、駐車場や電算室の有無、稼働時間、入居テナントの種類や入居

テナントのエネルギーの使い方等によっても影響を受けます。ベンチマークは、こうした様々な要因も包含し
た平均値を示していますが、省エネの取組以外の要因が著しく大きい等の場合、評価者は、これらの要因が
どの程度、CO2排出原単位に影響を与えているかを考慮する必要があります。詳細は、『自己評価指標（ベン

チマーク）解説書』（東京都環境局発行）をご参照ください。

使用量に応じた料金体系等の採用

その他対策

対策名 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供

中央熱源方式の空調使用量の提供
組 織 体 制 の 整 備

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

自ら入手可能な情報に基づく把握 時間的に詳細に把握

エネルギー使用量の前年度比較 主要設備の使用状況の把握

エネルギー等情報の対策への活用

空調用高効率冷凍機の採用

運　用　対　策

空室・不在時等のこまめな消灯 温度計等による室温の把握と調整

空室・不在時等の空調停止 予熱・予冷時の外気導入の停止

事務用機器を省エネモードに設定 温湿度の適正管理

中央熱源機器等の季節設定実施

設 備 保 守 対 策

ランプ等の定期的な清掃・交換 セントラル空調のフィルター清掃

中央熱源機器等の定期点検の実施 換気フィルターの清掃・点検

便座ヒーター等温度の季節別設定

階段照明の管理手法の検討・実施

共用部のフロアごとの空調の管理

共用部照明のフロアごとの管理

空調フィルターの清掃・点検

冷凍機等の出入口温度把握と調整

設 備 導 入 対 策

高効率照明ランプの採用（屋内） ポンプ・ファンのインバータ制御

高効率照明器具の採用（屋内）

高効率パッケージの採用

温湿度の適正管理

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

１）2018年5月㈱ヴォンエルフによりArcによるLEED ｖ4 O+M（既存ビル版） Gold認証を取得。認証期間終了
後の2023年5月にLEED v4.1 O+MでPlatinum認証を取得。（参考　米国のEnergy Star91/100点。Arc3.0では
81/100点。うちEnergy Scoreが28/33点）　２）2020年10月　全米ビル協会(BOMA International）よりBOMA360
Performace認証を取得（日本７例目）。３）2019年より、年１台で各階のAHU（空気調和機）をプラグファンで更
新した（4階⇒5階⇒3階⇒6階⇒7階）。４）2022年はAHUの効率アップのお陰かガスの消費量が前年比7%減と
なった。その一方、電気使用量はテナントが窓を開けたままの空調運転が継続し、前年比18％増となった。
５）2021年8月よりビル受電の70％を太陽光発電由来の実質再生可能エネルギー電気を購入する契約に変
更した。６）年間のCO2の排出量としては前年から削減されて334tで42.6kg-CO2/㎡になり、実質ではA3+の
目標を達成している。

高効率変圧器への更新・台数集約

ＢＥＭＳの導入

上記は、本事業所が実績年度に実施した対策です。


